
No1
○ ○ ● ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

納税貯蓄組合連合会補助

指
　
　
　
　
標

5年度 6年度 7年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

8年度 9年度

継続 継続

　税収の安定的な確保に必要な事業であるため、継続して実施する。

78.73 77.94 83.02

指標に関する説明

特別区民税普通徴収納期内納付率
(納期内納付額/調定額)(%)

81.01 81.41

8年度
見込み

目標値
(8年度)

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

終期設定 年度
開始年度 年度 根拠

法令等

政策 15
行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

荒川区納税貯蓄組合補助金交付条例及び同規則
昭和 60 1985

経過

・昭和18年に、納税資金の備蓄と計画的な納税を企図した納税活動を目的として、納税施設法が公布・施
行された。同法により、納税者の便宜を図る手段として、町内会や業者団体などを基盤として結成された
任意団体に対し、補助金を交付することとされた。昭和22年にこの法律は廃止されたが、昭和26年に納税
貯蓄組合法及び同法施行令が制定・施行され、組合数及び組合員数が全国的に急速に増加した。
・昭和39年に納貯法の一部が改正され、納貯組合相互間の連絡調整や事業運営の指導育成などを担当する
団体として納税貯蓄組合連合会制度が法制化され現在に至っている。
・補助金は、都では昭和54年度まで単位組合に対して交付していたが、昭和55年以降は連合会に対して交
付している。荒川区においても、納税貯蓄組合連合会に対し昭和60年度から補助金を交付している。
・平成20年度は、荒川区が実施した口座振替新規加入促進キャンペーンに協賛団体（協賛金20万円）とし
て参加した。平成21、22年度も引き続きキャンペーンに協賛した。
・令和2-4年度は、感染症拡大防止のため街頭啓発活動は中止されたが、令和5年度から再開した。

必要性

　納税貯蓄組合連合会の活動を支援することは、区民の納税意識の普及啓発を図るために欠かすことがで
きない。

実施
方法

1直営

・納税貯蓄組合連合会の諸活動への一般補助、行事費及び研修費の補助、口座振替納税推進等への補助

事務事業分析シート（令和8年度）

協働 業務 財務04-04-01

事務事業の種類 新規事業 8年度 7年度

目的

　納税貯蓄組合連合会が行っている区民の納税意識の啓発、口座振替納税の推進・税務行政への協力等の
活動に対する補助金の交付

対象者
等

納税貯蓄組合連合会　　60組合、1023人の連合組織

内容

主な活動内容
・租税教育推進への取組み
・納期内納税や振替納税制度の普及推進
・e-TAX及びeLTAXの普及推進
・広報活動の充実
・キャッシュレス納付の普及・拡大

目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進
施策 03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

内線 2313

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（8年度）

部課名
担当者名

区民生活部税務課
荒川

戦略プラン事務事業コード

事務事業名

01-03-01 納税貯蓄組合連合会補助

課長名 村松



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

▲ 22

備
考

行政費用では、納税貯蓄組合連合会に対する補助金である補助費等の割合が最も高い。
特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 666

9

減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0

行
政
費
用

給与関係費 137 151

10

6年度 7年度

0

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0 0

14

行
政
収
入

令和7年度に取り組む
具体的な改善内容

令和8年度以降に取り組む
具体的な改善内容

荒川納税貯蓄組合連合会・荒川税務
署・荒川都税事務所と協議してより
効果的な街頭啓発活動に取り組んで
いく。

0 0

0

引き続き、荒川納税貯蓄組合連合
会・荒川税務署・荒川都税事務所
と協議し、効果的な街頭啓発活動
に取り組む。

荒川納税貯蓄組合連合会・荒川税務
署・荒川都税事務所と協議して、各
地区にて該当啓発活動に取り組ん
だ。

0 0 国庫支出金 0 0 0
維持補修費 0 0 0 都支出金 0 0

地方税等

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 21 1 不明 0

令和7年度に実施した
改善内容および評価

未実施：杉並区

区民の納税意識の啓発、口座振替納税の推進、税務行政への協力等、税務行政に関して積極的に関わる団体は
他にはなく、区としても積極的に活動を支援していく必要がある。一方で、補助金対象の活動については、
eLTAXの推進、口座振替の推進、キャッシュレス納付の普及・拡大等、区にとってより多くの効果を生むよう
団体への働きかけも重要である。具体的には、年3回、団体が主となって実施している街頭啓発活動や三税
（国税・都税・区税）で協力して作成するポスターの内容の充実などより効果的なものにしていく必要があ
る。

差額 勘定科目

決算額（8年度は見込み）

▲ 22
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0 0 0

▲ 22
特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f)

行政費用合計(b) 666

行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 666

▲ 688

物件費 0
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 0 分担金及び負担金 0 0 0
補助費等 520 518 ▲ 2 使用料及び手数料 0 0

0

0

差額

賞与・退職給与引当金繰入額 19

6年度

金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

688 22 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 666 ▲ 688

0

▲ 688

240 1,023

勘定科目 7年度

1035 1023

518 負担金補助等 納税貯蓄組合連合会に対する補助 650負担金補助等 納税貯蓄組合連合会に対する補助 520 負担金補助等 納税貯蓄組合連合会に対する補助

0

0

令和6年度（決算） 令和7年度（決算） 令和8年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項

1163 1061 1042 1050
組合員数（人） 758 758 727 907 1035

520 520

5年度

実
績
の
推
移

事項名（8年度は見込み） 2年度 3年度 4年度 5年度

中学生の税の作文の応募数 1006

組合数（組） 61 61 55 59 61 61 60
6年度 7年度 8年度

6年度 7年度 8年度

520 518 650
650 650 650 650

予算・決算額等の推移
予算額

520 520
621 650 650

2年度 3年度 4年度



No1
○ ○ ● ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ○ 会計年度任用職員 ）

①

②

③

重点的に推進 重点的に推進

　税収の安定的な確保に不可欠な事業であるため、重点的に推進する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

8年度 9年度

現年課税分（普徴・特徴・過年度合
計）

特別区民税納期内納付率(%)（納期
内完納額／調定額）

92.17 92.84 92.53 92.50

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
5年度 6年度 7年度

8年度
見込み

目標値
(8年度)

93.44

経過

・平成9年度までは、たばこ税の増収促進を図るPR用品の予算を計上していたが、平成10年度以降は財政的
な理由により休止した。平成12年度、平成13年度に議会に予算化する旨の陳情が出され、趣旨採択された
ため、平成14年度からは、区民にできる区財政への協力策として、「区内でたばこを買うこと」のPRをメ
インに販促品の配布を行っていた。平成21年度から平成30年度までは、たばこを取り巻く環境の変化から
たばこエチケットのPRにシフトチェンジしたものの、令和元年度からは、再び事業主旨である「区内でた
ばこを買うこと」のPRをメインに販促品を作成している。
・申告期限周知ポスターの作成及び車内掲出は、平成13年度を契機に見直しを行い廃止した。
・平成20年度から平成22年度まで新規口座振替加入を増加させるため、荒川区の友好都市の特産品を送る
「口座振替キャンペーン」を納税貯蓄組合連合会の協賛を得て実施した。
・「中学生の税に関する作文」、「中学生の税の標語」、「税に関する絵はがきコンクール」の表彰状に
ついて、事務の見直しを図り筆耕料をなくした。

必要性

　自主申告、納期内納税の促進及び将来を担う児童・生徒の租税に対する意識高揚のために必要な事業で
ある。

実施
方法

1直営

（１）税に関する中学生の作文、税に関する標語、絵はがきコンクール　夏休み期間中募集
（２）たばこ税PR用品の配布

目的

　区民税等の申告・納期限の周知を行うことにより、自主申告・納期内納税の促進を図る。
また、将来を担う児童・生徒が税金やその使い道に関心を持つような、税に対する啓発活動を行う。

対象者
等

納税義務者等

内容

・税に関する中学生の作文・税に関する標語・絵はがきコンクールにおける区長賞の設定及び表彰
　租税教育の一環として実施される納税貯蓄組合連合会主催の「中学生の税に関する作文」、
　間税会主催の「中学生の税の標語」、荒川法人会主催の「税に関する絵はがきコンクール」
　について、区長賞を設け、賞状及び記念品を贈呈している。

・たばこ小売業者に対する販促品の配布

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進
施策 03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

終期設定 年度
開始年度 昭和 不明 #VALUE! 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 8年度 7年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（8年度）

01-03-02 その他奨励費

事務事業名 納税奨励費
部課名 区民生活部税務課 課長名 村松

担当者名 深山 内線 2313

事務事業コード 04-04-02 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和8年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

-

租税教室の開催や勤労学生の受入に
ついて、税務署・都税事務所・税務
団体と連携して進めていく。

東京税理士会荒川支部と連携し租税
教室の現場に区職員も同席するとと
もに、区税務課で区立中学生の勤労
留学受入を行った。

租税教育について、税務署・都税
事務所・税務団体と連携し、租税
教室への区への関与を高めてい
く。

たばこ税の税収が減少傾向にあるた
め、PR用品の内容等について、関係
団体と協議しながらより一層の工夫
を図っていく。

関係団体と連携して、区内でたばこ
を購入してもらえるようなPR品を作
成し、たばこ税の税収確保に努め
た。

引き続き関係団体と連携したPR品
の作成を行うことで、区内でのた
ばこ購入を周知し、たばこ税の安
定した税収確保に繋げる。

○たばこ税PR用品は、税収確保だけでなく、喫煙マナー向上にも活用していく必要がある。
○区民税について、将来を担う児童・生徒の租税に対する意識高揚のため租税教育に力を入れる必要があり、
税務署・都税事務所・税務団体と連携して進めていくことが重要である。

問題点・課題の改善策

令和7年度に取り組む
具体的な改善内容

令和7年度に実施した
改善内容および評価

令和8年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

○行政費用では、給与関係費の割合が最も高い。
○物件費の大部分は需用費であり、需用費の内訳としては、たばこ税PR用品における消耗品費が最も多い。

▲ 653特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 1,530 ▲ 2,183
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 1,530 2,183 653 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 1,530
0 0

▲ 2,183 ▲ 653
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 68 194 126 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 1,530 ▲ 2,183
0 0

▲ 653

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 0
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

0 0
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 0
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 434 477 43 国庫支出金 0 0

0 0
0

7年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 1,028 1,512 484

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目 6年度

役務費 税に関する中学生の作文等表彰状筆耕 0 役務費 税に関する中学生の作文等表彰状筆耕 0
需用費 消耗品費・印刷製本費（たばこ税PR物品等） 434 需用費 消耗品費・印刷製本費（たばこ税PR物品等） 477 需用費 消耗品費・印刷製本費（たばこ税PR物品等） 611

節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和6年度（決算） 令和7年度（決算） 令和8年度（予算）

882 900絵はがきコンクール（応募数） 721 942 738 659 1,010
税に関する標語（応募数） 3,048 3,749 3,236 3,393 3,421

1,061 1,042 1,050
3,899 4,000

税に関する中学生の作文（応募数） 240 1,023 1,006 1,163

8年度
ポケットティッシュ（作成数） 39,000 39,000 39,000 39,000 39,000 39,000 39,000

実
績
の
推
移

事項名（8年度は見込み） 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

589 611
決算額（8年度は見込み） 373 355 381 437 434 477 611
予算額 543 510 443 443 561

7年度 8年度予算・決算額等の推移 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度



No1
○ ○ ● ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

● 法令基準内 ○ 都基準内 ○区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ● 会計年度任用職員 ）

①

②

③

継続 継続

　法令上の必要経費であり、継続して実施する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

8年度 9年度

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
5年度 6年度 7年度

8年度
見込み

目標値
(8年度)

経過

平成6年1月から区民事務所においても取扱いを開始した。
平成9年度から許可手数料が750円（改正前650円）となった。
平成12年4月から法定受託事務となった。

必要性

　法の規定による事業である。

実施
方法

1直営

申請に基づく自動車臨時運行許可証の交付と同番号標(仮ナンバー)の貸与
（許可条件）①  許可対象自動車であること。②  荒川区内を走行すること　(一部でも可)

目的

　自動車検査証の有効期間の満了等の際、自動車を行政庁(区)の許可により特例的に運行できることとす
ることで、車検を受ける者等の利便を図る。

対象者
等

区民全般並びに自動車ディーラー等

内容

臨時運行許可対象自動車
①　自動車登録ファイルに登録を受けなければならない自動車（法第4条）
　ア　普通自動車
　イ　小型自動車（二輪の小型自動車を除く。）
　ウ　大型特殊自動車
②  国土交通大臣の行う検査を受けなければならない自動車（法第58条）
　ア  上記の自動車
　イ  二輪の小型自動車
　ウ  検査対象軽自動車
①及び②の自動車を臨時的に運行する者に対して、自動車臨時運行許可証を交付し、同番号標（仮ナン
バー）を貸与する（有効期間：原則5日間）。

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進
施策 03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

道路運送車両法及び施行規則、区手数料条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 30 1955 年度 根拠

法令等

事務事業の種類 新規事業 8年度 7年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（8年度）

01-05-01 自動車臨時運行許可事務費

事務事業名 自動車臨時運行許可事務費
部課名 区民生活部税務課 課長名 村松

担当者名 尾内 内線 2313

事務事業コード 04-04-03 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和8年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

運輸局が定めるルールに基づき、貸
出時に利用目的や経路を確認すると
ともに、返却方法についても丁寧な
説明を行っていく。

運輸局が定めるルールに基づき、貸
出時に利用目的や経路を確認すると
ともに、返却方法についても丁寧な
説明を行った。

運輸局が定めるルールに基づき、
貸出時に利用目的や経路を確認す
るとともに、返却方法についても
丁寧な説明を行う。

○許可証及び番号標（仮ナンバー）の返却期限までの未返納件数の低減
○許可証及び番号標（仮ナンバー）未返納者への対応（時間帯を考慮しての架電や実態調査の実施や生活安全
課、警察への通報など）
〇申請内容が全て申し出によるため、事実の確認ができない

問題点・課題の改善策

令和7年度に取り組む
具体的な改善内容

令和7年度に実施した
改善内容および評価

令和8年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

○行政費用では、給与関係費の割合が最も高い。
○物件費は全て需用費（許可証保護ケース等の購入費用）である。
○行政収入の使用料及び手数料は、臨時運行許可申請手数料である。

▲ 437特別収支差額(f)-(g)=(h) 0 0 0 当期収支差額(e)+(h) ▲ 2,054 ▲ 2,491
0 0特別費用(g) 0 0 0 特別収入(f) 0

行政費用合計(b) 2,192 2,604 412 通常収支差額(c)+(d)=(e) ▲ 2,054
0 0

▲ 2,491 ▲ 437
その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 0

賞与・退職給与引当金繰入額 135 291 156 行政収支差額(a)-(b)=(c) ▲ 2,054 ▲ 2,491
113 ▲ 25

▲ 437

不納欠損・貸倒引当金繰入額 0 0 0 行政収入合計(a) 138
減価償却費 0 0 0 その他 0 0

113 ▲ 25
0

補助費等 0 0 0 使用料及び手数料 138
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

0 0
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 0
物件費 0 45 45 国庫支出金 0 0

0 0
0

7年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 2,057 2,268 211

行
政
収
入

地方税等 0

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目 6年度

需用費 消耗品費 0 需用費 消耗品費 45 需用費 消耗品費 51
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和6年度（決算） 令和7年度（決算） 令和8年度（予算）

8年度
許可件数（区民事務所分を含む） 486 498 474 444 417 346 372

実
績
の
推
移

事項名（8年度は見込み） 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

45 51
決算額（8年度は見込み） 50 69 41 0 0 45 51
予算額 50 69 45 3 3

7年度 8年度予算・決算額等の推移 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度



No1
○ ○ ● ○ 人事

○ （ ○ ○ ） ○ 建設事業 ● それ以外の継続事業
（ ）

○ 有 ● 無 （ ）

○ 法令基準内 ○ 都基準内 ●区独自基準 ○ 計画 ● 非計画

（ ） （ 直営の場合 ● 常勤職員 ● 会計年度任用職員 ）

①

②

③

重点的に推進 重点的に推進

　税収の安定的な確保に不可欠な事業であり、一部は法令上の必要経費で
もあるため、重点的に推進する。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

8年度 9年度

特別区民税普通徴収納期内納付率
(納期内納付額/調定額)(%)

81.01 81.41 78.73 77.94 83.02

特別区民税滞納繰越分徴収率(%) 48.56 55.42 57.69 63.34 60.90

特別区民税現年課税分徴収率(%) 99.10 99.30 99.15 99.18

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

指標に関する説明
5年度 6年度 7年度

8年度
見込み

目標値
(8年度)

99.54

経過

・平成14年度から滞納整理支援システムを導入
・平成21年度から公的年金からの区民税の特別徴収が義務化。税務専門指導員の採用を開始
・平成21年7月納付案内センターを開設。滞納者を出さない取組みとして電話による納付案内を実施。
・平成22年度5月からコンビニ収納、ペイジー収納、クレジットカード収納及びモバイルレジ収納を導入
・平成23年度からインターネット公売開始
・平成28年度に不動産の公売を実施　特別徴収義務者に対する捜索実施
・平成29年度からオール東京での特別徴収の徹底を開始　自動車の差押・取上及び公売を実施
・令和3年度5月からスマートフォン決済アプリ納付（PayPay等）を導入（順次拡充）
・令和5年度4月から地方税お支払サイトの利用を開始するとともに、WEB口座振替を導入
・令和7年度4月からモバイルレジ収納等を廃止し、地方税お支払サイトを経由した収納方法に移行
・令和9年2月から課税証明書のコンビニ交付を導入予定

必要性

　区財政を支える区税収入を安定的に確保するために必要となる経費及び法の規程により還付しなければ
ならない過誤納還付金であるため。

実施
方法

1直営

目的

　区民税等の賦課徴収に要する事務経費

対象者
等

納税義務者等

内容

・地方税法等に基づき、区民税、軽自動車税等の課税を行い、それらの区民税の収納管理（収納確認、還
付・充当）、徴収事務（督促・催告、財産調査、滞納処分等）を行う。
・区税賦課徴収事務費の主なものは、過誤納金還付金（減額更正等により税額が変更されたことによる過
納金、二重納付等により超過納付した場合の誤納金等）、滞納整理支援システム保守運用、コンビニ、ク
レジットカード等の支払方法、電子申告システムに係る経費等がある。また区民税の納税通知等の各種印
刷物の作成、それらの発送に係る郵送料のほか、区民税・軽自動車税等の収納テープ作成に係る委託料等
である。歳入（特定財源）に関しては、都からの都民税払込分、諸収入の延滞金等である。

政策 15 目標の設定と管理による行財政運営の戦略的推進
施策 03 税収の安定的な確保

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅶ 計画推進のために

地方税法等
終期設定 年度
開始年度 昭和 25 1950 年度 根拠

法令等

電子申告システム運用事業
事務事業の種類 新規事業 8年度 7年度

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（8年度）

01-01-01 賦課徴収事務費
01-01-02 区税等の支払方法の拡充
01-01-03

事務事業名 区税賦課徴収事務費
部課名 区民生活部税務課 課長名 村松

担当者名 荒川、齋藤、大谷 内線 2313

事務事業コード 04-04-04 戦略プラン 協働 業務 財務

事務事業分析シート（令和8年度）



No2
（単位：千円）

予算・決算の内訳

（単位：千円）

問
題
点
・
課
題

①

②

③

（ 区 未実施 区 区）

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

特別徴収義務者に対する制度周知に
ついて、きめ細やかな対応を行う。

特別徴収義務者へ送付する当初税額
通知書に制度の順守を周知するチラ
シ及び質疑応答集を同封した。

特別徴収義務者に対する制度周知
について、引き続き、きめ細やか
な対応を行う。

未納が累積しないよう、早期に催告
や財産調査、架電や臨戸等を行い、
滞納が解消しない場合は積極的に差
押を行っていく。

納期限経過後、早期に架電や文書に
よる催告、臨戸等を行い、財産調査
により担税力があると判明した場合
は、差押えを実行した。

納期限を過ぎた者へは早期に催
告、架電、財産調査を行い、法令
に基づき差押えも適切に実行して
いく。

電子納税の適切な処理方法及び特別
徴収義務者に対する適切な金額での
納付の周知を行い、過誤納金を減ら
す。

還付金の請求についてインターネッ
ト上で行うことを可能とするなど、
請求方法を拡充することで過誤納金
の減少に努めた。

キャッシュレス納税による納付方
法を納税者に広く周知するため、
納税通知書にご案内を同封しお知
らせする。

○利便性向上に繋がるキャッシュレス納税を知らない納税者への周知を行っていく必要がある。
〇徴収率向上のため、滞納者に対しては、早期の財産調査等により生活実態を十分調査した上で、滞納整理に
着手していく必要がある。
○特別徴収義務者の滞納の発生を未然に抑止するため、制度周知や丁寧な相談を行う必要がある。

問題点・課題の改善策

令和7年度に取り組む
具体的な改善内容

令和7年度に実施した
改善内容および評価

令和8年度以降に取り組む
具体的な改善内容

備
考

○行政費用では給与関係費、物件費及び補助費等の割合が高い。
〇補助費等の増加は、還付金等の支払額の増加によるものである。
○行政収入のその他は主に特別区税の延滞金の増減を、特別収入は還付未済額の増減を表している。

2,362,967特別収支差額(f)-(g)=(h) ▲ 10,662 ▲ 7,855 2,807 当期収支差額(e)+(h) 19,279,295 21,642,262

1,489 ▲ 870特別費用(g) 13,021 9,344 ▲ 3,677 特別収入(f) 2,359
行政費用合計(b) 630,735 676,586 45,851 通常収支差額(c)+(d)=(e) 19,289,957

4 3
21,650,117 2,360,160

その他行政費用 0 0 0 金融収支差額(d) 1

賞与・退職給与引当金繰入額 20,042 40,219 20,177 行政収支差額(a)-(b)=(c) 19,289,956 21,650,113

22,326,699 2,406,008
2,360,157

不納欠損・貸倒引当金繰入額 38,586 37,141 ▲ 1,445 行政収入合計(a) 19,920,691

減価償却費 0 0 0 その他 28,668 14,067
9,487 816

▲ 14,601
補助費等 92,079 104,642 12,563 使用料及び手数料 8,671
扶助費 0 0 0 分担金及び負担金 0 0

40,772 6,685
0

維持補修費 0 0 0 都支出金 34,087
物件費 156,606 157,753 1,147 国庫支出金 0 0

22,262,373 2,413,108
0

7年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 323,422 336,831 13,409

行
政
収
入

地方税等 19,849,265

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

勘定科目 6年度 7年度 差額 勘定科目 6年度

償還金利子等 過誤納金還付金 88,077 償還金利子等 過誤納金還付金 98,082 償還金利子等 過誤納金還付金 96,246

負担金補助及び交付金 事務研修、eLTAX関係費用等 25,809負担金補助及び交付金 事務研修、eLTAX関係費用等 14,766 負担金補助及び交付金 事務研修、eLTAX関係費用等 17,846

使用料及び賃借料 預金電子照会サービス利用料等 9,044 使用料及び賃借料 預金電子照会サービス利用料等 9,498 使用料及び賃借料 預金電子照会サービス利用料等 5,653
委託料 その他の委託料 105,344委託料 その他の委託料 91,426 委託料 その他の委託料 85,817

役務費 郵便料・その他の通信運搬費・手数料 52,072 役務費 郵便料・その他の通信運搬費・手数料 58,802 役務費 郵便料・その他の通信運搬費・手数料 79,189

一般需用費 消耗品費・印刷製本費・物品修繕費 4,800一般需用費/備品購入費 消耗品費・印刷製本費・物品修繕費・備品購入費 3,828 一般需用費/備品購入費 消耗品費・印刷製本費・物品修繕費・備品購入費 3,399

報酬/職員手当等/共済費/旅費 報酬、期末手当等 26,240 報酬/職員手当等/共済費/旅費 報酬、期末手当等 27,782 報酬/職員手当等/共済費/旅費 報酬、期末手当等 28,549
節 主な事項 金額（千円）節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

令和6年度（決算） 令和7年度（決算） 令和8年度（予算）

37.2 41.0 43.0キャッシュレス化率（％） 27.5 31.1 35.9 36.0

8年度
区税収入の推移（千円）　 18,437,450 18,562,761 19,423,988 19,768,368 19,864,874 22,195,875 22,498,625

実
績
の
推
移

事項名（8年度は見込み） 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

313,767 345,590
決算額（8年度は見込み） 223,949 188,831 218,139 264,056 285,453 301,226 345,590
予算額 263,979 227,325 263,176 303,227 314,776

7年度 8年度予算・決算額等の推移 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度


